
5．教育施設の現状

　私の娘は市立希望ケ丘小学校二年に在学し

ています。一年め時は二部授業，二年になっ

て七学級を六学級にしたクラス人数56～7人

の授業をうけています。給食もかけ声だけで

実現しません。学校はどんどん増加する転入

生徒をうけいれる丈で精いっぱいというとこ

ろです。市の予算その他いろいろあると思い

ますが，すさまじい勢で短日時に多くの人口

が都市から流入してくるこの地区の学校に対

しては，超特別の措置が早急にとられなけれ

ばならないと考えます。教育は機会均等であ

ります。同じ市民税を払っている市民として

他のゆっくりとした，施設のととのった学校

に比べ，非常に不合理だと思います。最近分

校が出来るとかきいて居りますが，敷地その

他も熱意をもってお考えいただきたく存じま

す。（保土ヶ谷区　主婦　38才）

・ふえる郊外の子どもたち　　市内生徒数の毎年の推

移を示したものが図5－42である。

　これによると小学校では，昭和34年までは増加して

いるが，それ以後は急激に減少し，昭和36年では，昭

和31年より児童数は少なくなって14万５千481人とな

っている。これに反し，中学校では，昭和34年まで毎

年減っていたが昭和35年に急激に増え，昭和36年には

８万７千177人と昭和31年にくらべて約２割強の増と

なっている。これは，昭和22～23年のベビーブームの

影響をうけているもので，現在ではこめ影響は，高等

学校へ移っている。

　しかし，小学校児童減少の全市的傾向にもかかわら

ず近郊の新開発地域を控えている港北，保土ケ谷の両

区では転入学児童の増加めためこの傾向がにぶり，保

土ヶ谷区などではわずかながら，かえって増加のきざ

　　　図5－42　年次別生徒児童数の推移
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＝市長への手紙から＝

１　公立の義務教育施設

　「二部授業はなんとかならないのか。」という声を

よくきく。これは，こんどの戦災で大きな被害を受け

たことに端を発し，それが解消されようとした矢先に

ベビーブームのあおりをうけ，現在にいたってようや

ぐ解消する見通しができている。しかし，郊外地域で

は，集団住宅の出現によりまだ解決されていない。ま

た，二部授業は解決されても，すしづめ学級は全地域

にわたって慢性化している。加えて，現在では，ただ

教室をふやすことだけでなく，理科，家庭，音楽など

の特別教室や，プール，屋内体育館などの施設もつく

ってほしいという要望がつよくなってきている。

　ここでは，これら学校施設の状況をのべてみよう。



しを示している。この傾向は，中学校でも同様であり

34年から36年にかけての生徒数の増加の割合は，保土

ヶ谷，戸塚，港北の各区は，他の区に比較していちじ

るしく高くなっている（図5－43・図5－44）。

・小学校の32％が詰込教室　　教育は完全な教育施設

の中で行なわれてこそ教育といえる。しかし横浜の現

状は，およそ理想とはほど遠いものがある。その一例

を学級の編成人員でみてみよう。諸外国では１学級の

編成基準を40人以下と定めているが，日本では小中学

　　図5－43区別生徒数（小学校）の推移

図5－44
区別生徒数（中学校）の推移
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表5-38　1学級，先生１人当り児童数の推移（小学校）

校とも50人を基準としている。児童数が減少してさて

いる昭和37年においてすら，本市では小学校全学級の

32％が詰込教室である。表5―38でみられるように全

市の平均数値では，1学級当りの児童数は基準以下で

あり，しかも年々向上している。しかし，そのうらに

は約３分の１の詰込教室が残されているのである。

・なくならない二部授業　　つぎに不正常授業のなか

の二部授業についてはどうなっているだろうか。戦災

による校舎不足にベビーブームが加わったために，昭

和32年には，小学校全学級の35％に当る1,095学級に

二部授業が実施されていた。その後児童数の減少と施

設建設によって年々減少しており，昭和38年には，鶴

見，西，中，磯子，金沢の各区では解消している。し

かし，懸命な解消策にもかかわらず，郊外地区では転

入生徒のため，まだ二部授業を続けている。これを，

戸塚区の例でみると，昭和31年の74学級，3千502

大が昭和37年までの６ヵ年間にようやく半分の36学

級,1千620人に減っただけで，いまでも就学児童10

人に１人の割合で二部授業がつづけられている（表5

－39）。

　さいわいに中学校では二部授業はなぐなったが，



この外に特別教室を普通教室に使ったり，廊下，昇降

口，講堂での勉強や仮設教室などはどこでもみられる

のであり，この不正常授業は，1日も早くなくさなけ

ればならない。

　つぎに校舎の広さや特別教室，講堂（屋内体育館）

プールなど学校施設のようすはどうだろうか。

　他都市と児童，生徒１人当りの校舎面積をくらべる

と，中学校は生徒１人当り3.3平方米で，ほぼ他都市

と同じ水準を保っているが，小学校は3.0平方米で，

最低である。しかし，小学校では毎年この状態は改善

されてきており，かえって中学校では生徒数が増加し

ているため，昭和35年から生徒１人当り面積は，へっ

ており，37年ではさらにこの状態が悪くなっているこ

とが予想される。また，図5―45は，鉄筋校舎の比率

を６大都市別に表わしたものであるが，これも小学校

施設の貧弱さをはっきり示している。

・少ない特別教室と講堂　また理科，音楽，家庭科な

どの特別教室であるが，これとても小学校でぱ文部省

表5-39　　2部授業の状況（小学校） (学級数)

で定めている基準の19％，中学校では60％が整備され

ているにすぎない。また講堂兼屋内体育館，プールな

どの設置状況はまことに貧弱なものかおり，屋内体育

館は全校（分校を含んで）の３分の1,プールは５分

のＩの学校に設けられているにすぎない（表5-40）。

これら特別教室，講堂などは，一般普通教室が大分整

図5－45鉄筋校舎め割合(6大都市比較一昭和37年)

表5-40　講堂・プールの設置状況（公立）
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備されてきたことを反映して，最近，とくに，その建

設に対する要求がつよくなってきている。

　しかし，この講堂などの建設は，これまで父兄負担

によるところが大きかった。というより講堂をつくる

ときには，父兄が負担することが前提となっていたと

いってよい。図5―46は，小・中学校の教育費を公

費，私費の区分でみたものであるが，この講堂などの

父兄負担が「公費に組み入れた寄付金」として表わさ

れている。全体の経費からみれば，その割合は，小さ

なものであるが，これは，講堂などを建設した学校が

少ないためで，ふつう，児童，生徒１人当り300円と

いう額は，乏しい家庭の教育費のなかで占める割合は

大きい。

　このほかに,PTA会費のなかから校舎の補修や器

材，器具の購入にあてられる経費は少なくなく，前図

の示すようにＰＴＡ寄付金，その他の寄付金が小学校

で3.9％，中学校で5.8％であることは，本来ならば

全額公費負担であるはずの義務教育費が，父兄負担に

　　　図5-46　学校教育費の内訳（昭和37年度）

206　　生活瑕境

肩代りされているかを物語るものである。

２　私立の義務教育施設

・私立の中学校生徒は全体の５分の１　　以上は，公

立の小中学校についてのべてきたが私立の義務教育施

設についてはどうであろうか。児童数の毎年の推移は

私立学校の場合施設の収容能力に左右されるため，そ

れほど差は認められたいが，大体施設が拡充しており

児童，生徒数はふえている。昭和36年の状況は表5―

41のとおりであるが，市内全児童数に対する割合は，

小学校は2％であり，中学校では18％と児童数５人に

１人の割合で私立中学校に入学していることになる。

なお，私立の小，中学校は高等学校と併設されてい

る。このため，横浜では女子高校が多いことと対応し

て中学校の場合は男女共学制をとらない所が多いとこ

ろから，女子生徒数が60％を占めている。

　施設の状況は，小学校では私立の方がよく，中学校

では公立中学校の方が整備されている。しかし，私立

の小，中学校は高等学校などと併設されていることか

ら，これらの学咬の間で共有している施設がこの不足

の状態をカバ'―しているものとみられる。



表5-41　区別私立小中学校の児童生徒数（昭和36年）
表5-42　盲学校，ろう学校在学児童数（昭和36年）

いる。学校数は，3ヵ所で，公立2,私立１で児童数

は表5―42のとおりで毎年この数は変っていない。

・横浜には養護学校はない　　精薄児童については，

養護学校と市内各小中学校に設けられた特殊学級があ

る。しかし，正確にいうと養護学校は学校教育法にも

とづくもので，その意味では養護学校とよぶことは正

しくなく，ひばりが丘学園（県立）,松風学園（市立）

ときわ園（市立）,白根学園（私立）はいずれも児童

福祉法にもとづく精神薄弱児施設，精神薄弱児通園施

設である。しかし，法律で区別してもその目的とする

ところは同じであり，知能訓練を行ない，職業を身に

つけさせることにより一般社会に適応して，できれば

自活できる道を開くことにある。昭和37年のこれら施

設の収容児童数は195名であった。また，肢体不自由

児施設として県立ゆうかり園，結核児童を療費しなが

ら教育する市立ニツ橋学園などがある。

・特殊学級　　特殊学級は，学校教育法にもとづく施

設として精薄児童に対して特別に教育しているもの

で，市内各区に１～３校，学級数では小学校25,中学

校17,在学者はそれぞれ280名，211名となっている。

生活環境　　207

３　特殊学校と特殊学級

・学校へ行けない児童，生徒　　学令期に達しても

病気等の理由により就学できない児童がある。これを

その程度により就学免除者と就学猶予者とよぶ。昭和

36年度で本市には50名の就学免除者と281名の就学猶

予者がおり，その原因は，就学免除者では精神薄弱23

名，肢体不自由16名，病弱３名，就学猶予者では精神

薄弱99名，病弱75名，肢体不自由64名，その他43名と

なっており，いずれも精神薄弱児が目立って多い。

　このように就学が免除されたり，猶予をうけるのは

重症の場合で，身体的，精神的な障害が軽い場合は，

特別な施設で，場合によっては治療を加えながら教育

を行なわなければならない。このために設けられてい

る特殊学校と養護学校についてのべてみよう。

・盲，ろう学校　　盲やろうあ児童に対しては，盲学

校，ろう学校が設けられ，一般教育と，一市民として

生業をもって暮していけるように職業教育を行なって



４　高等学校と大学

　・入学難の高等学校　　高等学校は昭和38年より深刻

な入学難になっている。これは戦後のベビーブームの

影響が表れてきたものである。34年までは増加をつづ

けた生徒数もそれ以後37年まで伸び悩みの状態となっ

ている。しかし，昭和38年にはこの急増対策による施

設増もあり，大巾に生徒数は増加している。

　・私立高校の方が生徒数は多い　　横浜市内には，公

立，私立，合せて47校の高等学校があるが，在学者数

の比では私立高校が57％，公立高校が43％と私立高校

の収容力が非常に大きい。特に女子の場合公立と私立

の比が１割２の割合で，女子の高校教育が私立学校に

負っていることは全国的な傾向であるが，横浜市はと

くに目立った傾向を示している（表5-43）。

　課程別の在学者数を見ると全日制高校の生徒数が86

％，定時制高校が14％となっている。また全日制高校

のうちでは普通課程が最も多く71％を占め，以下商業

課程20％，工業課程8％，家庭科課程の順となってお

り，定時制高校については工業過程がもっとも多く在

学者の46％を占め，普通過程29％，商業課程25％の順

表5-43　高等学校公立，私立別生徒数の比
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となっている。

・昼間部は女子，夜間部は男子　　市内には短期大学

が５校，大学が４校ある。短期大学については，夜間

部において働きながら専問知識を学んでいる人たちを

き，女子の教養を高め除る場，いってみれば花嫁学校

の総仕上げという性格が強いことが，男女の構成比

（女子の占める割合95％）から推察される。なお，機

械，電気等技術方面の短期大学は，設置されていな

い。

　大学に在籍している学生の数は１万４千777名であ

り，この数は６大都市中最も少ない。また横浜は，通

学可能地域である東京に全国の約半数の大学生を収容

しうる大学を控えているため，横浜市の高等学校卒業

者の大部分は東京の大学へ進学し，横浜の大学へは他

市他府県の学生が入学してくる。ちなみに横浜市立大

学の出身地をみると，市内出身のものは17％にすぎな

い。横浜国立大学，横浜市立大学，関東学院大学，神

奈川大学と公立2，私立２に在学する昼夜別の学生数

図　5－47　幼稚園園児数の推移



は，毎年少しづつ増加しているが，これも私立大学の

収容者数の増加によるもので，必ずしも公立学校の設

備拡充によるものではない。

５　幼稚園と各種学校

・増える幼稚園園児　　幼児教育が大切なことが認識

され，最近では幼稚園に通園する幼児が毎年多くなっ

ている。その状況は図5-47で表わされているが，大

体幼児４人に１人め割合で幼稚園に通園していること

になる。なお，幼稚園はすべて私経営のもので公立の

ものは1力所（定員50名）しかない。

・多い予備校生と和洋裁学校　　また，特殊技能や趣

味，教養を高めるために設けられた学校かおり，毎年

平均したのびを示している。昭和36年のこれら各種学

校の在学者数は２万６千930名である。このなかで予

備校の生徒数が一番多く7千162名で，このほかに語学

課程2,470名のなかのほとんどが受験を目的とした生

徒であろうから，約35％がこれら受験生で占めて受験

地獄の一端をみせている。

つぎに多いのが和裁，洋裁，料理など花嫁修業の生

徒が多く，7千466名で，次に職業，技能を修得するた

めのものが多く，自動車学校802名，工業641名，看

護婦養成206名，となっている。また，横浜で特色が

あるめは,外国人学校で,2,524名の在学者がある。

6．文化と娯楽のための施設

　横浜の文化施設といった場合，まず文句なしに目に

つくのは施設そのものの貧弱さはともかくとして，数

的にみてもはなはだ少ないということである。

１　図書館と博物館

・貧弱な博物館　　図書館，博物館などについてみて

も，表5－44が６大都市の比較をしたものであるが，

神戸市とならんでその貧弱さはまぬがれない。数でこ

そ13ヵ所と６大都市のなかで一番多いが，これは民間

の篤志家がつくった児童図書館が入っているからであ

り，市立図書館と県立図書館のほかは，規模も小さく

どうのこうのというものではない。また博物館も数で

こそ9ヵ所あるが，博物館法で博物館としで登録され

ているものは，金沢文庫と先年完成された横浜海洋博

物館の２ヵ所だけで，野毛山の動物園でさえ博物館に

相当する施設として，文部大臣から指定されているだ

けである。

２　その他文化施設

・市民の文化活動と施設の不足　　けれども，施設め

まずしさを博物館の数で東京や大阪，京都とくらべて

も意味がない。これらの都市は，それぞれ東西の文化

表5-44　図書館，博物館の６大都市比較(昭和37年)
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